




＜連結決算概要＞

売上収益
５兆3,628億円（前年⽐ +2,545億円、5.0％の増収）

営業利益
3,162億円（前年⽐ ‒965億円、23.4％の減益)

当期利益
2,545億円（前年⽐ -660億円、20.6％の減益）



＜得意先別売上（現地通貨ベース）＞

トヨタグループ向け
デンソーテンの影響や中国での⾞両⽣産、
⽇本での予防安全製品の装着率拡⼤により、10.9%の増収

トヨタグループを除くカーメーカ向け
全体で3.8%の増収（内訳は下記の通り）

-ホンダ ：北⽶でのディスプレイ製品の拡販
⽇本での対象⾞両⽣産の増加

-Ford ：中国での対象⾞両⽣産の減少
-VW･AUDI ：欧州での対象⾞両⽣産の減少



＜製品別売上（現地通貨ベース）＞

パワトレインシステム製品
アジア地域や⽇本での⾞両⽣産増加により、増収

エレクトリフィケーションシステム製品
トヨタ向けパワーコントロールユニットの⽣産増加により、増収

モビリティシステム製品
⽇本での予防安全製品の装着率拡⼤、
⽇本及び北⽶でのディスプレイ製品の拡販により、増収

なお、⼀昨年11⽉のﾃﾞﾝｿｰﾃﾝの⼦会社化、
⼀昨年7⽉のＴＤﾓﾊﾞｲﾙの⼦会社化に伴い、
電⼦システム製品や⾮⾞載事業なども増収



＜営業利益の増減要因＞

18年3⽉期からの主な増減要因は下記の通り

前期の⼀過性収益がなくなったことによる影響▲261
(前期発⽣の引当⾦の取り崩し益や株式の評価益等）

固定費投⼊増加
経費 ▲320億円、償却費▲225億円：将来の成⻑領域へ向けた投⼊
労務費▲210億円：主に⽇本での昇給や賞与の増加

営業/⽣産性向上努⼒等
操業度差益 +380億円：対象⾞両⽣産の増加や拡販
合理化努⼒ +380億円：コストダウンや⼯場IoT化による⽣産性向上

外部環境,その他
素材費▲ 160億円：素材費の⾼騰 （樹脂、銅、アルミ等）

当期⼀過性費⽤
品質費⽤ ▲330億円：将来の発⽣費⽤に備え、引当⾦を計上
減損損失 ▲67億円：主に韓国拠点での固定資産の減損

以上により、19年3⽉期における営業利益は、3,162億円。



＜地域別売上・営業利益（現地通貨ベース）＞

⽇本
-売上収益（前年度⽐+5.9%）

予防安全製品の装着率拡⼤、
デンソーテン⼦会社化の影響により、増収

-営業利益（前年度⽐▲37.2%）
対象⾞両⽣産の増加や合理化努⼒があったものの、
将来の成⻑領域へ向けた投⼊による費⽤の増加に加え、
前期の⼀過性収益がなくなったことによる影響、
当年度に発⽣した品質費⽤により、減益

⽇本以外
-売上収益

⾞両⽣産の増加や拡販により、全ての地域で増収

-営業利益
北⽶は、合理化努⼒はあるものの、先⾏開発費⽤の増加や、
⽣産能⼒増強のための投資などにより減益
欧州は、市場の減億影響あるも⽣産性向上といった合理化により増益
アジアでは、アセアン市場の拡⼤により、中国市場の減速を挽回し、
操業度益を計上するも、韓国拠点の減損損失により減益



＜３Q公表数値との差額＞

操業度 ⼀部OEMの操業停⽌による、⽇本地域での売上減少による影響
⇒▲50

その他 北⽶地域での想定以上のコスト増（医療費負担）、
および、サプライチェーンの再構築やCASEへの備えのため、
予定していた改善案件に着⼿できなかった影響による採算改善の未達

⇒▲100
⽇本地域での新製品投⼊の後ろ倒しによる採算改善の未達

⇒▲30

品質費⽤ 第4四半期での新規引き当て計上、費⽤軽減交渉の⻑期化による影響
⇒▲330

減損損失 韓国拠点の採算悪化に伴い、固定資産の減損を実施
⇒▲67



＜設備投資＞
設備投資の実績は、4,168億円。
来期予想は、4,500億円。
電動化関連製品のグローバル展開や、先進安全製品の拡販対応に加え、
⼯場のIoT化などの⽣産基盤強化を引き続き実施するも、
投資については、規律を持ってコントロールしていく。

⾃動⾞の電動化領域における開発、⽣産体制を強化するため、
デンソーグループ全体で2018年度から2020年度末までの3ヵ年で
約1,800億円の投資を⾏っていく予定であり、その関連の投資も
含まれている。

＜研究開発費＞
研究開発費の実績は4,974億円。
来期予想は、5,200億円。
駆動モジュールや統合制御ECUの新会社設⽴を含む、
電動化、⾃動運転領域を⼀層強化。



＜次年度予想＞

⾞両の電動化や安全製品の拡販が⼀層進むことにより、

・売上収益：5兆5,000億円

・営業利益：3,800億円

・前提レートは、
ドル110円、ユーロ125円



＜次年度営業利益増減要因予想＞

18年度の⼀過性費⽤397億円を戻した
3,559億円を出発点とすると、

償却費 ▲300億円、経費▲100億円：将来の成⻑領域へ向けた投⼊
労務費▲200億円：R&D⼈員の拡充や昇給による労務費増

といったマイナス要因を操業度差益、合理化努⼒で挽回し、
営業利益は＋638億円の3,800億円



＜株主還元＞

・実績140円（前年度+10円）
・来期140円を予定

今後とも、企業価値の向上に努めるとともに、
⼀層の株主還元を図ってまいります。



＜直近の技術開発の取り組み＞

電動化領域では、20年4⽉にトヨタ⾃動⾞の電⼦部品事業を当社に集約することで正
式に決定。
今後は、安城製作所とトヨタの広瀬⼯場を電動化のグローバルマザーとして
開発・⽣産体制の強化を⾏い、グローバルな供給体制を構築。

⾃動運転領域では、⽶国のUber Advanced Technologies Groupに出資し、
次世代モビリティ向けの⾃動運転技術開発をすることで合意。
ウーバー社、トヨタ、デンソーが連携することで、⾼品質、⾼信頼な次世代⾃動運転
キットの開発を加速し、LV4のMaas⾞両の実現に貢献。

電動化、⾃動運転それぞれの領域において、
トヨタグループが持つ技術や知⾒を結集した新たな合弁会社を4⽉1⽇に設⽴
「BluE Nexus（ブルーイーネクサス）」
⇒電動⾞両の駆動に不可⽋な、トランスアクスル、モータージェネレータ、インバー
タのキーコンポーネントが⼀つのパッケージになった駆動モジュールの
開発・販売

「J-QuAD DYNAMICS(ジェイクワッドダイナミクス）」
⇒ソフトウェアの開発を加速し、付加価値の⾼い⾞両統合制御システムを実現


















